
消費生活協同組合の共済事業について   
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社団法人生命保険協会   



消費生活協同組合制度の見直しについて  
一 共済事業の現状を踏まえて －   



≪参考≫消糞生活協同組合の共済事業の状況  

哀 消費生活協同組合の共済事業のうち大規模なものは、保有契約件数で生命保険会社にも肩   
を並べる水準にある。  

出所：日本共済協会 共済年鑑  
インシュアランス 生命保険統計号  

「   

団体   大手生保   A共済連   B共済連   C共済連   

保有契約  

件数   1，385万件   1，112万件   824万件   495万件   

※保有契約件数は、個人保険契約・生命共済（個人向け）にて比較  

炭 消費生活協同組合の共済の加入者の属性は生命保険会社の契約者と同質化している。  
出所：生命保険文化センター「平成16年度 生活保障に関する調査」  
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募集行為等に関する法規制・監督について  

屍保険業法第1条では、「保険業の公共性にかんがみ、保険業を行う者の業務の健全かつ適切   
な運営及び保険募集の公正を確保することにより、保険契約者等の保護を図り、もって国   
民生活の安定及び国民経済の健全な発展に資すること」を目的として掲げている。  

≫特に、昨今の保険会社に対する行政は、消費者保護を一層重視している。   

≪保険業法の規制≫  

項目  内容   

芦 

募集時の禁止行為  ・虚偽告知  ・不当な比較情報提供  

・重要事実の不告知  ■不当な配当予想  

・虚偽告知勧奨  ・不当な乗換募集  

・告知妨害  ・特別利益の提供、脱法行為  
・不告知勧奨  ・誤解されるおそれのある事項の告知、表示 等   

規制の実効性の確保  ・保険募集の制限、登録の拒否、無登録募集等の罰則   

監督上等の措置   
・保険会社の賠償責任  

・禁止行為違反等に関する罰則  
巨  

巨  

・募集人等への報告徴求・立入検査、業務改善命令  
・登録の取消、業務の停止 等  

巨 巨   運営上の措置   一転換時の説明  

巨  ・セーフティネットの説明  

・公正な募集能力の向上  

・重要事項に関する説明  

・他の者との誤認防止措置  

旨  ・適合性を踏まえた重要事項説明等の業務運営確保に関する社内規則 等   
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健全性・開示等に関する規制について  

箪保険会社は経済環境の変化にも耐えうる健全性の確保が求められている。  

≫また、会社の状況等に関する適切な情報開示を行い、消費者が必要な情報を得た   
うえで判断できる環境づくりが強く求められている。  

≪保険業法の規制≫  

の主要な業務の指標等）  
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生命保険協会の取組み例について  

≫生命保険協会では、保険業法・監督指針等に基づき、募集等にあたって遵守すべき   
行動規範や各種業務の参考とするための指針などを策定、会員各社はこのガイドラ   
インを参考にしつつ取組みを実施している。  
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実効的な監督体制等の確保について  

厨保険会社は、保険業法等による規制に加え、透明性が高く、実効的な監督を受けて   
おり、消費者保護に向けて管理態勢等の更なる整備が強く求められている。  

監参考ヨ保険会社に対する当局の監督・検査体制等（金融庁HPを参考に当会にて作成）  

！  Ⅰ仝太  

l  

‘ブメ実施’  

憂撃吏］空画（金融サや垂口  

哀慕集規制騨健全性規制等の導入に関しては、法律上の手当てに併せて、実   
効性の確保の観点から監督体制の整備についても是非ご議論いただきたい。  
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『生協制度見直し検討会』において考慮いただきたいこと  
－消費生活協同組合の共済事業について－  

≫「叫定の地域又は職域による人と人との結合であること」は消糞生活協同組合の備える   

べき要件であり、「性格」であると考えられる。また、結果として「保険」と「生協共済」とを   
区別する差異の一つとなっている。   

泰平成10年の「生協のあり方検討会」、および他の協同組合法の改正動向を踏まえると、   

員外規制の緩和、区域規制の撤廃、組合員以外l羊よる共済募集等が共済事業に関して   
論点となると考えられるが、これらは消費生活協同組合の性格を変質させ、上底陰1と  
「生協差渡」．塵川違ゝさ圭二屠曖昧なも咄  

宮上記にも関わらず、「保険」と「生協共済」の違いが曖昧化することとなれば、監督法制・   

監督体制だけでなく、その他の競争条件についても同一化が必要であると考える。  

【参考】消費生活協同組合法第2条より  

J：組合基準）  

第二粂 消費生活協同組合は、この法律に別段の定のある場合の外、左の各号に掲げる要件を備えなければならない。   
二足地盛呈膣lに  人   の．A■  こと   

二 組合鼻の生活の文化的経済的改善向上を図ることのみを目的とすること。   
三 組合鼻が任意に加入し、又は脱退することができること。   
四 組合員の議決権及び選挙権は、出資口数にかかわらず、平等であること。   
五 組合の剰余金を割り戻すときは、主として事業の利用分量により、これをなすこと。   
六 組合の剰余金を出資額に応じて割り戻ず場合には、その限度が定められていること。  
2消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会は、これを特定の政党のために利用してはならない。  
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